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はじめに
手塚和彰教授は、本年3月、定年により千葉大学を退職された。教授
は、労働法学、社会保障法学、外国人法学等、広義の社会法学の分野
で、長く第一線で研究の発展に尽力されてこられた。教授の研究の特長
は、ある社会現象の発生により法体系の中に惹起される法的諸問題を、
その要因となった経済社会の構造変化の分析を踏まえ、動態的に研究す
る点にあると思われる。かかる分析手法を用いることで、例えばドイツ
や日本といった諸国家において発生する類似の法的諸問題に対し、単に
法解釈技術の次元にとどまらず、社会構造との相関関係を視野に入れ、 
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より構造的な対処方法を検討することが可能となる O その好例を、論文
「ドイツ団結法発展史論」以降の、日独における労働団体法制の形成と
展開及び関連する法的諸問題の分析や、外国人労働者・外国人法問題の
諸研究、少子高齢化社会と社会保障に関する諸研究などにみることがで
きょう。
さて、本稿は、ドイツの労働法学において、近時、多数の著作や論文
が書かれるテーマとして注目される目標合意制度について検討を行おう
とするものである。同制度は、後述のように、アメリカ合衆国発の経営
管理手法をドイツの企業で導入するに当たり用いられることの多い制度
形態である。周知のように、現在、日本でも、人事管理の分野などをは
じめ、成果主義人事・賃金制度をめぐる議論が広く行われている。労働
法学においても、すでに当該制度に関連する法的諸問題について研究が
進められているところではあるが、比較法研究を含めて、今後さらなる
検討を要する部分は多いように思われる。日本の企業においても、従業
員が達成すべき目標を上司との協議によって決定し、その達成度に応じ
て人事処遇を行う目標管理制度は普及しているが、目標管理の過程でな
される労使当事者の行為が、いかなる法的性格を有するのか、あるい
は、いかなる法的帰結をもたらすのかについて、今後、詳細な検討が必
要になるものと思われる。
そこで本稿では、前述の手塚教授の諸研究に倣い、国際比較の観点か
ら成果主義的な賃金制度、別けても、目標管理制度をめぐる法的諸問題
の検討を企図し、その第一段階としてドイツにおける目標合意制度を取
り上げ、同国の労働法制の中で惹起されうる諸問題について考察を行お
うとするものである。もっとも、本文を一読すれば明らかなように、本
稿では、 ドイツにおける目標合意制度の実施実態等に関する調査・研究
を行うことはできず、同国の労働法学の諸文献を概観し、そこで指摘さ
れている諸問題を整理した程度の内容にとどまっている。日独比較から
の考察も今後の課題として残されている。このように、本稿は手塚教授
の定年ご退職を記念するものとして不足であることは承知の上で、さり
ながら本稿が、当職が千葉大学法経学部に赴任以降、教授より受けた学
思に僅かでも報い、また、日本の労働法学に細やかな寄与をなしうるこ 
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とを祈念するものである。
第 1章 目標合意制度 
1 目標合意とは
近年、 ドイツの労働法学においてしばしば取り上げられているテーマ
の一つに、目標合意(Zielvereinbarung)があるω。目標合意とは、一般
に、労働者及びその職場に個々に割り当てられる一定の目標について、
使用者が労働者と合意するコンセプトであると定義されているω。ドイ
ツでも多数発行されている経営実務関連の書籍を紐解けば明らかなよう
に、このコンセプトは従業員に対する人事管理の一手法として展開され
てきた。
目標合意が立脚する理論として挙げられるのは、通例、「目標設定理
論(goaトsetting theory)Jと、「目標による管理(目標管理:Manage-
ment by Objectives: MbO) Jの二つの理論である。
目標設定理論は、産業・組織心理学の分野において展開されてきた、
仕事への動機づけに関する理論であり、それによると、目標は人間行動
の中心的な決定要因及び調整要因であるとされる。同理論は、 1960年代
にE.A. Lockeによって提唱され、その後、 LockeとG.P. Lathamとの共
同研究により、(対困難な目標は、容易な目標よりも、よりよいパフォー
マンスをもたらす、(イ)特定された目標は、漠然とした目標よりも、より
高い成果をもたらす、(ウ)目標と、達成された成果に関するフィードバッ
クが組み合わせると、パフォーマンスが向上する、といった知見が導か
れたω。かかる知見の組み合わせにより、目標によって人間の努力が目
標達成に向けた行動に集中的に方向づけられ、目標達成のための方策や
技術の開発が促進されるという、いわゆる高業績サイクルが導かれ
る(4)。 
1.Z 5 Rn. I，Arbeitsvertrag，882; Preis，BB 2002t，pferるBauer/Diller/G(1) 
(2) 
 ，NZA 2002，Mauer 1;Z5 Rn. Arbeitsvertrag I，Preis 540; Bauer/Diller/ 

Gupfert，BB 2002，882. 
(3) Lang，Gainsharing，70. 
(4) 外島編『産業・組織心理学エッセンシャルズ.125頁。 
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「目標による管理jは、企業における人事管理の手法であり、周知の
ように、 1954年のP.DruckerによるThePractice of Management にお
いて方法論が示された。その要諦は、企業を構成するすべての階層及び
すべてのユニットの目標が企業全体の目標達成に貢献するよう方向付け
られることであり、企業の全階層の管理者が、企業全体の目標を理解し
た上で、より上位の目標達成に貢献するよう行動する責任を持つこと、
及び、そうした目標達成のため管理者がセルフ・コントロールを行うこ
とが、企業におけるマネージメントの理念型として描かれているヘ
ドイツにおいても、右のコンセプトに従った「目標による管理」手法
が企業経営において導入されることとなった。とはいえ、この目標管理
手法は、問題の多い制度であると理解されていた。それというのも、こ
の制度の下では、経営者が従業員に企業目標を切り分けるというトップ
ダウン的なアプローチが用いられ、そこで従業員は単に目標通知を受け
取る受領者となったに過ぎず、また、そうしたアプローチは1960.....70年
代の経営民主化の流れには適合しなかったからであるといわれてい
る(ヘそこから、各管理者の目標を経営者が設定するのではなく「合意」
に基づき取り決める手法が取り入れられるようになる。
こうした目標合意が注目され、新たな制度モデルが次々に案出される
ようになるのは、 1990年代半ばのことである。日本と同様、 ドイツにお
いても、企業が市場で成功を収めるための条件として、顧客指向の迅速
な決定と行動が必要となり、こうした状況に対応しうる決定の仕組みと
組織形態が必要である、との認識が広がった。かかる状況の下、今日、
企業で導入されている目標合意は、従業員、とりわけ高位の管理職層に
とどまらない多くの従業員を経営者的な指向と行動に導き、その能力が
発揮された成果を企業利益のために利用する仕組みとして機能してい
る(7)
そして、今日、制度設計されている目標合意の特徴は、賃金額変動と 
(5) Drucker，The Practice of Management， 121-136. 
(6) Bungard，Zielvereinbarungen，19. 
8.，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，Deich(7) 
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の連結を積極的に指向するところにある。目標設定理論にせよ、目標に
よる管理にせよ、そもそもの志向するところは、目標設定を通じた組織
構成員の動機付けと、それに伴う個々ないし組織全体のパフォーマンス
向上であった。これを労働関係についてみるならば、目標設定の意義は
労働者のなす給付、すなわち労働給付の量的・質的向上を促進する点に
求められていた。これに対し、目標合意に賃金変動が結びつけられる場
合には、目標達成度の評価知何により、労働者の得る反対給付の金額が
変動する。このように、労働者の給付に対する評価が、その反対給付た
る賃金の多寡と結びつけられる形で、労働者に対して金銭的なインセン
ティブを与え、最終的にその労働給付の質的・量的向上をもたらそうと
する仕組みは、ドイツでも従来から、管理職員など、企業において相対
的に高位にある労働者について導入されてきたが、これを従業員全体に
広く導入しようとするところに、現在、「ルネサンス」状態にあるとい
われる目標合意の特徴があるものと思われる。
もっとも、 Hey/Pietruschkaにより、グループ労働の分野に関して 
1998年に実施された調査では、アンケート調査に回答した企業の84パー
セントが目標合意を実施していると回答しているものの、そのうち、 3
分の 2の事業所では目標合意が賃金額とは関連づけられてはいなかった
とされているω。こうした結果から、目標合意は従業員の動機付け手法
としての利用がなお中心であって、少なくとも数年前の時点では、いわ
ゆる成績・成果賃金との結ぴっきは大勢で、はなかったといえる。しかし
他方で、経済社会研究所(WSI)が1998年から1999年にかけて企業経営者
に対し行ったアンケート調査では、報酬と関連する従業員の成績評価方
法の将来性について、目標合意に関して85パーセントの回答が今後一層
重要になるとしており (9)、従業員の賃金額決定と結びつけられた目標合
意が拡大する傾向が窺える。 
(8) Deich， Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen， Hey/ 9; 
Pietruschka，Angewandte Arbeitswissenschaft Nr. 155，19. 
(9) 
 Bahnmuller， 430. 1，WSI Mitteilungen 7/200 
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2 成績・成果と関連づけられる賃金の諸形態 
(1) 能率給
もっとも、従来から労働者の「成績CLeistung)Jや「成果CErgebnis)J 
と結びつけられて金額を変動させる賃金制度が用いられてこなかったわ
けではなく、むしろそれは広く普及している。それでは、目標合意は、
どのような点で従来の成績関連賃金と異なり、どのような特徴がある故
に着目されているのだろうか。この点を考察するには、 ドイツで従来行
われてきた他の成績・成果関連賃金制度との比較を行うことが適切であ
ると思われる。以下、ドイツで普及している制度の概要について触れ
る。
事業所組織法87条1項目号は、「貨幣要素を含む、出来高・プレミア
率、及び、それと比肩可能な、成績に関連づけられる賃金(leistungsbe-
zonege Entgelte)の確定」が事業所委員会と使用者の共同決定事項であ
ることを定めている。
このような成績関連賃金の一つの典型として挙げられるのが出来高給 
CAkkordlohn)である。出来高給は、給付された労働量に応じた賃金支
払を量定することを目的とし(1ペ労働者の一定単位の給付に対し、一定
の金額を支払う報酬形態を取ることで、より多くの単位の給付がなされ
るよう労働者に刺激を与えるものである(叫。時間出来高CZeitakkord)を
例に取ると、まず、出来高給労働者の通常能率の場合の報酬である基礎
賃金CGrundlohn)を、 60で除して標準時間当たりの貨幣要素CGeldfak-
tor)を算出する。次に、出来高給労働者が従事する作業一単位当たりに
必要となる標準時間が設定される(設定時間:Vorgabezeit)。仮に1作業
単位当たりの設定時間を6分とすると、 1時間当たり 10作業単位が標準と
して行われる(ロ)。
出来高給は、労働者を「駆り立てる」古典的なシステムである(U)0 もっ
とも、こうしたシステムが機能する条件は限定されており、労働過程が
既知の確定可能な方法によって反復可能であり、労働者が自らの労働給
。0) Schaub/Schaub，~ 64 Rn. 1. 
仕1) ErfK/PreIs，~ 611 BGB Rn. 491-494. 
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付を強化することで労働量に影響を与えることが可能である場合に限ら
れるといってよい(U)o 労働の経過や仕方が過程の中で変化する場合に
は、労働者は出来高のやり方で働くことはできない刷。また、労働者が
仕事を急くため、品質の改善などの点でデメリットがある(日)。これらの
点を改善するため、次に見るプレミア給(Pramien)が用いられるケース
も多い。
プレミア給は、ある一定の目的ないし成果の達成に対し追加的な報酬
を与えることで、当該目的ないし成果を達成するための営為を促進する
ものであり(1ぺ出来高給と同様、労働者の個々の成績に対して報酬を支
払う給与形態である。プレミア給においても、労働者がその時々の給付
成果に影響を与えることができ、その個人的な給付成果に対して報酬を
受けることが前提となる (18)0 もっとも、その報酬額算定の基準が、労働
量のみならず、労働の質を含めた様々な基準値に基づいて設定されうる
点に、出来高給との相違がある。例えば、労働給付の量と質とが相互に
結びつけられているときには、出来高給の場合とは違い、労働の質を犠
牲にした労働量の増加は抑制される(四)。すべての賃金額を何らかのプレ 
~2) Hromadka/Maschmann，Bd. 1，233. 
貨幣要素×時間要素×労働量=報酬

金額/分×設定時間×作業単位数
 
0.25ユー ロ/分X6分/単位x10単位=15ユー ロ
こうした作業単位当たりの設定時間が労働協約等によって設けられてい
るときに、実際に労働者が1時間に12単位の作業を行ったとすると、受け取
る報酬額は、 0.25ユー ロ X6X12=18ユー ロとなる。
帥 『ドイツ企業の賃金と人材育成j68頁。 
(14) Schaub/Schaub，~ 64 Rn. 532. 
4司 Schaub/Schaub，~ 64 Rn. 532. 
附 『ドイツ企業の賃金と人材育成j68頁0 
0カ ErfK/Preis，~ 611 BGB Rn. 500. 
同 MunchArbR/Kresel， ~ 67 Rn. 76. 
1.5，Die leistungsbezogene Vergutung，Diepold時4
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ミア基準値にかからしめて決定することも可能であるが、労働協約にお
いてプレミア給が設定される場合などには、時間給が組み合わせられて
いる。例えば、建設業分野における能率給枠組協約(17条)では、時間給
との組み合わせにより、仕事の質、エネルギーや資材の節約、操業資材
の有効利用、作業期限の遵守、労働成果の量に基づくプレミア給を定め
ることができることとされている (20)0
かかる能率給について前提条件となるのは、標準的な作業時間や、あ
るいはプレミア支給率の曲線などが、科学的・客観的根拠に基づき、第
三者によって規格化されていることである。出来高給の場合は、標準的
な作業時間の設定等につき、 REFA方式、 Bedaux方式、 MTM方式と
いった各種の体系に基づいて作業の基準が設定される(剖。プレミア給に
ついては、 Halsey-Lohn、Rowan-Lohn、Gantt-Systemといった体系が
用いられる (2ヘいずれにしても、このとき、作業過程で労働者が行うべ
き仕事の内容は限定され、明確であり、標準的な報酬を得るための労働
量や、達成すべき労働の質の目標が客観的指標によって明らかにされて
いる。 
(2) 手数料
手数料(Provision)は、成果報酬(Erfolgsvergutung)であり、大抵は、
手数料権利者によって成立に至った取引、もしくは、特定の地域ないし
担当顧客と行われた取引の価値に関し、パーセンテージで表される配当
である(幻)。このようにして、より多数、より高額の取引を使用者のため
に達成するよう労働者を促すところに手数料の機能がある (2ヘ
前述の能率給の基本的な仕組みの特徴は、労働者が自らの労働成績を
通じて賃金に直接的な影響を与えることが可能であるところにある。賃
金請求権は労働者によって達成された成績の結果に結びついており、投
制 MUTIchArbR/Kresel， S67 Rn. 91-92. 
(21) Schaub/Schaub，S64 Rn. 17. 
3. 65 Rn. S，Schaub/Schaub功0
信功 Schaub/Schaub，S76 Rn. 1. 
(24) Lindemann，Flexible Gestaltung von Arbeitsbedingungen，320; Preis，Ar-
beitsvertrag，I A 75 Rn. 17. 
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入された労働力と成績の結果とが直接の交換関係にある(お)0 これに対
し、手数料は取引の仲介といった「結果」と関連づけられる賃金であり、
この結果は、労働者が実際に行った作業量やミスのない仕事といった労
働者の成績(Leistung)とかかわりのない、商品の経済的価値、販売地域
の状況、景気といった要素に左右される。すなわち、手数料は成績では
なく、成果(Erfolg/Ergebnis)と関連する賃金として、前述の能率給と
は区別され、成果関連賃金に分類されている(制。この点は、事業所委員
会の共同決定の範囲について意味を持つ(ヘ事業所組織法87条1項目号
所定の共同決定事項は、「出来高・プレミア率、及び、それと比肩可能
な、成績に関連づけられる賃金」であり、ある給与体系が出来高・プレ
ミア給と比肩可能な成績関連賃金と解されるのであれば、そこでは「貨
幣要素」も含めた確定が共同決定事項に含まれる。他方、 11号にいう成
績関連賃金ではないとするならば、同法87条1項10号所定の共同決定事
項「事業所における賃金形成の問題、就中、賃金原則の作成、新たな賃
金方法の導入及び適用並びにその変更」に該当するにとどまり、その場
合には「貨幣要素」は共同決定事項には含まれない。判例では、取引の
仲立などについて定められる手数料は、事業所組織法87条1項目号の意
味における「成績関連賃金」ではないと解されている国)。
手数料は、成果と結びつけられる「古典的な」報酬である (2ヘ手数料
は、典型的には代理商の業務について用いられる報酬形態であり、通常
は商品の販売や取次、仲立等に従事する労働者に対して、金銭報酬のイ
ンセンテイブとともに使用者にとってより有益な取引を促進することを
目的とする。確かに手数料の場合、例えば成果の基準となる使用者と第
三者の取引の成立・不成立などは、労働者の労働給付のみによって実現
するものではないため、労働量が報酬額に直結するわけではない。その
ため、単に労働者がより迅速に、より正確に、より多くの作業を行えば
同 Diepold，Die leistungshezogene VergUtung，26. 
同 M UlchArhR/Kresel， g ，Bd. 1，Hromadka/Maschmann 1; 68 Rn. 237. 

制高橋、『成果主義賃金の研究j16頁以下。 
87 BetrVG 1972 Provision. gAP Nr. 4 zu ，1983 3. BAG 13. (28) 
側 Mauer，NZA 2002，540. 
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賃金額が上昇するといった、労働量・質と金額との直接的な因果関係は
成立しない。しかし、他方で、手数料と結びつけられた、労働者が達成
すべき成果の内容自体は明確であり、その実現のため、例えば取引の成
立を目指して労働者が行うべき労働給付の内容・態様・方法等は、一定
の範囲に限られてくる。このことは同時に、手数料を導入することが適
切な職務は、営業販売の外勤職などを典型に限定され、多様な労働内容
を含む職種、すなわち現業労働や職員の多くの職務には適合しないこと
を意味する。 
(3) 成績加給
前述のように、出来高・プレミア給や手数料を導入するのに適合的な
職務は限定される。労働者が使用者の命令に従い諸々の業務に従事する
職務について、労働者の成績や成果に関連づけて賃金決定をなす制度を
用いるには、能率給や手数料とは異なる別種の方法が求められる。
能率給や手数料を用いることが適切でない現業労働者や職員の職種に
ついて、一般には、伝統的に時間給が設定されてきた。特に職員につい
ては、労働量や、それに類した測定要素の確定が可能となるのはごく例
外に過ぎず、サービス労働が量的に、客観的に測定されることは希だと
いうのが理由であった (3ヘこうした職種一般について、その労働の質的
向上を図る金銭的なインセンテイブを与える手段として考案され、実施
されているのが、いわゆる「成績加給(Leistungszulage)Jである。成
績加給とは、査定ないし人事考課によって労働者個人の成績を評価し、
その評価によって定まる賃金部分をいう。こうした成績加給は、通常、
労働協約や個別労働契約の規定に基づき、固定給と組み合わせて支給さ
れる。査定に当たって検討される典型的な評価基準として、例えば工場
労働の場合には、労働者の作業成果(Arbeitsergebnis)、作業遂行(Ar-
beitsausfuhrung)、多能性(Arbeitseinsatz)、作業配慮(Arbe-
itssorgfalt)等がある (3九職員の場合、労働者の能力、知識、行為態様、
監督能力など、各企業ないし事業所において多数の基準が組み合わされ
。0) MunchArbR/Kresel，~ 67 Rn. 98. 
(31) MunchArbR/Kresel， ~ 67 Rn. 16. 
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て用いられている(招)。かかる基準に基づき、労働者個人について成績評
価が行われ、それを基に成績加給の金額が決定される。 
3 賃金額の変動と関連づけられる目標合意
すでにみたように、「目標合意(Zielvereinbarung)J自体の一般的な
定義は、労働者と使用者との間でなされる、労働者が一定期間内に達成
すべき目標に関する取り決めである。目標合意には、それが賃金変動と
結ぴつくものと結びつかないものとがありうるが、本稿では特に、賃金
を変動させる手法としての目標合意に着目することとする。
企業実務において、金銭的なインセンティブを伴う目標合意は様々な
形で実施されている。非組織労働者ないし協約外職員の場合には、賃金
額ないしその決定方法は労働契約によって取り決められる。目標合意と
結ぴつけられた賃金形成についても、原則として私的自治の原則の下、
自由に取り決めが許容される。このとき、賃金全体を目標達成の程度に
従って変動するものとして合意することも可能である(制。ただし、民法
典138条1項所定の良俗違反に当たる場合には、この限りではない(判。実
際には、目標合意と結びつけられた変動賃金部分は、目標達成度によっ
て変動するボーナスとして固定給部分と組み合わされて取り決められる
ことが通例であり、管理職員や協約外職員の場合には、目標達成度100
パーセント時に支給されるボーナス額が賃金総額の20ないし30パーセン
トに設定されていることが多い(お)o また、手数料、利益配当等の複数の
倒藤内、人事考課制度調査結果、 107頁以下を参照。
同 Mauer，NZA 2002，542. 
倒 AP Nr. 14 zu ，1986 1.13.，LAG Berlin ~ 
65 HGB.同判決では、ワイン販
売会社に販売の外勤職員として雇用されていた労働者との契約で、固定給
ないし最低限の手数料保証の定めがないとしても、かかる契約上の取り決
めが制約されるのは、民法典138条1項による良俗違反となる場合のみであ
るとされた。かかる良俗違反に当たるのは、経営上の理由から職員が月の
手数料収入を稼得することができない状況にある場合であり、その証明責
任は職員側にある。民法138条1項による無効をもって、労働者は賃金請求
権を失わず、民法典612条2項により通常の報酬請求権が認められる。 
Mauer. NZA 2002. 543. 
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報酬類型が組み合わされた形の賃金制度もみられる(制。
近年では、企業での中位以下の従業員についても目標合意が実施され
る傾向にある(幻)。通常、これらの賃金グループでは、労働協約によって
賃金額が定められている。一般には、協約上の賃金は固定給部分と加給
部分から構成されており、目標合意を協約上の賃金にかかわらせる場合
には、合意された目標の達成度を協約上の加給部分の算定根拠として用
いる形がとられる(お)。もっとも、協約に根拠を持つ成績加給の場合、協
約が定める成績評価方法から逸脱する形の目標合意制度の導入は、事業
所協定への開放条項がない限りは許容されない(39)。協約上の成績評価に
関する規制は、それ以外の形式を許容しない形でなされることも多く、
かかる場合に目標合意を賃金と結びつけて実施するには、労働協約の規
制を受けない協約上乗せないし協約外の賃金部分の算定根拠として利用
することになる (4ヘただし、近年では、協約で規制される賃金部分の加
給部分について目標合意の導入を可能とする賃金枠組協約が締結される
例がみられる(姐)0
同 Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，785.。 32.，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，Deich6)
0カ Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，30. 
67 Rn. 120. S，MunchArbR/Kresel4f.;10，Zielvereinbarungen，Breisig。司 
0司 Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，30. 
.品。 Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，30. 
制 ニーダーザクセン及びザクセン・アンハルト地域における金属・電機産
業の賃金枠組協約(Entgelt-Rahmentarifvertrag)では、固定給である基本
給に上乗せされる成績加給部分について、成績評価制度と並んで、目標合
意に基づく賃金制度を導入しうることが許容されている (14条)。成績加給
算定方法の選択は、事業所レベルで、使用者と事業所委員会との共同決定
によって選択されうる。 Breisig，Zielvereinbarungen，104正
前記賃金枠組協約第14条は、以下のような定めを置いている。
 
14条目標賃金 
  
(1) 	 目標合意とは、使用者と個々の労働者ないし労働者グループとの聞で具
体的な成果(目標)が、所定の枠組条件を基礎として確定され、その目標の
達成について目標賃金が支払われることをいう。 
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成績賃金において目標合意が導入されるときには、賃金と成績との関係
は、 目標達成度に目標賃金を直接に関連づける形で規制されるものとする。
この点につき以下の規定が適用される。 
(2) 枠組事業所協定では例として以下の規定がなされる。
-適用範囲
・目標の種類

-目標の合意に関する手続

.枠組条件

・個々の目標達成度に対する賃金の関連づけ

.支払方法

・目標合意についての意思表示期間

.異議申立手続

争いのある場合、個々の目標の種類は使用者の意思に反して確定され得
ない。 
(3) 合意される目標については、数値及び/若しくは測定可能な基準値、例
えば時間、量、質が基礎とされなければならない。それらは労働任務から
明らかで、労働者が直接に影響を与えうるものでなければならない。
目標は実現可能で達成可能なものでなければならない。企業の売上ない
し利益並びに病気による欠席は、成績賃金において取り決められ得る目標
ではない。 
(4) 	 目標は、労働者ないしグル}プとその上司との間で、協約及び事業所で
の協定、及び、締結されるべき枠組事業所協定を基礎として書面で合意さ
れる。
目標合意においては、目標達成にとり重要な枠組条件、例として、任務、
目標達成のために行うべき措置、労働条件、グループの大きさや構成等が
文書化されるものとする。
個々の目標期間において取り決められる目標は最大で3つまでとする。 
(5) 事業所委員会は目標合意の締結について遅滞なく情報を提供する。
求めがあれば目標合意はその者に遅滞なく交付される。
労働者は目標合意の意思表示期間内に異議を申し立てることができる。
法律ないし協約上の規定に対する明らかな違反があるときには事業所委員
会もまた異議を申し立てることができる。調停が成立しないときには、目
標合意は効力を有さない。
枠組合意があるにもかかわらず目標合意が成立しないときには、使用者
と事業所委員会は調停の提議を行う。 
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2(3)でみたような成績加給の場合、成績評価の指標は、労働者の労働
給付の態様に焦点が当てられ、また、その指標は、労働協約、事業所協
定等を通じ、それが適用される労働者グル}プにとって共通のものが定
められていることが通例である。これに対し、目標合意の場合には、労
働者と使用者との間で、労働者が達成すべき目標が個々の合意によって
取り決められ、一定期間経過後にその達成度の評価が行われる。従来の
一般的な成績加給と目標合意に基づく変動賃金との相違は、後者の場
合、金額と結びっく評価が目標達成という労働給付の「成果」に向けら
れるところにあり(叫、さらに、その「成果」を評価するための指標が労
働者個々の「目標」として個別化されるところにあるといえる。
目標合意に関する以上の特徴を踏まえた上で、事業所委員会による共
同決定との関連について付言すると、目標達成と関連づけられる変動賃
金部分については、事業所組織法87条1項目号に基づく事業所委員会の
共同決定の対象となる (4ヘ同号所定の「賃金」は、労働者の労働給付に
対する対価として支払われる使用者からの給付であり、そこには、協約
上乗せ加給も(制、成績と関連づけられたプレミア給、手数料等も(必)含ま
調停がなされない場合には労働者に現に適用されている賃金制度が用い
られる。それが目標賃金である場合には、労働者は新たな目標合意の締結
まで、過去の目標期聞から算定される平均月額給与を得る。但し、その期
間は最長 3ヶ月である。この期間内に目標合意が成立しない場合には、労
働者は7条による時間賃金を得る。 
(6) 目標の変更は、目標合意締結の際に妥当した条件が本質的に変化したと
きのみ許容される。
条件の変更により合意された目標が達成され得ないときは、可能な限り
目標合意の適応がなされるものとする。適応が成功せず、労働者が条件変
更の責を負わないときには、労働者の負担とはならないD 
(7) 目標達成の程度に関する争いは、使用者と事業所委員会が調停を行う。
合意が成立しないときには、裁判所への訴訟提起の前に協約当事者の参加
を求めうる。
1.67 Rn. 12~MunchArbR/KreseL同 
事功 Preis，Arbeitsvertrag，I Z 5 Rn. 45. 
併4) Richardi/Richardi，~ 87 Rn. 734. 
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れると解されている。以上からすれば、目標合意制度においてボーナス
や加給の形式で支給される賃金についても、その「賃金形成の問題、就
中、賃金原則の作成、新たな賃金方法の導入及び適用並びにその変更」に
ついて共同決定権が肯定される。そこでは、目標合意制度における賃金
支払の基本原則、例として挙げられる目標カタログ、形式的な必要事項
(目標評価の記録等)等につき、事業所委員会が共同決定をなしうる(制。
これに対し、具体的な報酬額の確定は、事業所組織法87条1項目号に
基づく共同決定事項とはならない。同条同項目号にいう「出来高・プレ
ミア給と比肩しうる成績関連賃金」であれば、貨幣要素もまた共同決定
事項となるが、手数料の場合と同様、目標合意の下での賃金額の算定
は、労働者の作業量や質に基づく客観的な成績と直接的に結びつけられ
るわけではなく、労働者個人が直接的な影響を及ぼし得ない企業実績や
顧客数・顧客満足度といった多様な要素と結びつけられることから、 11
号所定の成績関連賃金には該当しないものと解される (47)。 
4 目標合意制度の概要 
(1) 枠組合意
目標合意を実施する際、多くの場合、個々の労働者と具体的な目標合
意を行うため、その枠組み条件を定める包括的な枠組合意(Rahmen-
vereinbarung)がなされる。目標合意が一回限りのものでなく、継続的
に実施される場合には、とりわけ枠組合意が求められる。企業にとっ
て、新しい目標合意により労働者に対する要求を柔軟に実現することは
有益であるため、通常、目標合意に関する交渉、すなわち、目標合意
ミーテイングにおける労働者と上司による目標についての取り決め、中
間的な評価ミーテイング、最終的な目標達成の評価・確定といった一連
の営為は、一年ないし、場合によって半年等の期間で繰り返される。枠
組合意は、かかるプロセス実現のための統一的な枠組を設定する役割を
同Richardi/Richardi，S87 Rn. 737. 
I Z 5 Rn. 45. ，Arbeitsvertrag，Preis位。 
争力 Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，334; Preis，Arbe-
itsvertrag，I Z 5 Rn. 46. 
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担う (48)。こうした枠組合意は、個別契約によっても、あるいは協約ない
し事業所協定によっても可能である(制。
4. I Z 5 Rn. ，Arbeitsvertrag，Preis弘司 
同下記はPreis，Arbeitsvertrag I Z 5 Rn. 4に基づく枠組合意のモデル例で
ある。
目標合意・枠組合意
第1条対象
会社と、 00氏は、両者間の労働関係において目標行為を行うことにつ
き合意する。目標合意の手続、プレミア額の算出、プレミアの支払時期は、
本枠組合意による。
第2条 目標合意の手続 
(1) 労働者と企業経営者との目標合意は、次期決算期間の年度計画確定後、
速やかになされる。 
(2) 	 目標は、目標合意ミーテイングにおいて、直属の上司と労働者との間で
合意される。労働者は目標合意ミーテイングにつき、事業所委員会構成員
の立ち会いを求めることができる。労働者は上司に対し、自らの目標を提
案する権利を有する。 
(3) 	 目標合意は、量的目標、質的目標のいずれをも含みうる。これら目標と
その比重は目標合意において可能な限り正確に定義される。 
(4) 	 目標合意ミーテイングの結果として合意に至った目標は書面に記録され、
労働者及び上司によって署名がなされる。両者は合意の複本を保持する。 
(5) 目標合意においては、 100パーセント目標を達成した場合に支払われる目
標プレミアが確定される。
第3条 プレミア額の算出 
(1) 100パーセントの目標達成の場合、支払われるプレミアの額は、目標プレ
ミアの100パーセントである。確定された成果が目標である成果と異なる場
合、同じパーセンテージの関係にあってもプレミアは変化する。 
(2) 量的目標の場合、目標達成の程度は測量によって確定される。目標達成
が量的に測定できない場合、達成の程度は、権限のある取締役が義務とし
て行う評価により算定され確定される。 
(3) プレミアの支払いは、最大(例:200パーセント)の目標プレミア額までな
されうる。
第4条支払時期
プレミアは、事業年度終了後、 0ヶ月内に、目標合意を基礎として最終計
算され、給料計算額について支払われる。 
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(2) 個別的な目標合意
目標合意を一回限りのものとして締結することも可能ではあるが、多
くの場合、枠組合意がなされ、それに基づき労働者と使用者、具体的に
は直属の上司との間で、一定の期間(目標期間)内に個々の労働者ないし
労働者のグループが達成すべき目標が取り決められ、目標期間の終わり
に目標達成の程度について評価が確定され、その評価に基づき支給され
る賃金額が決定される。個々の目標合意においては、数値による評価が
可能で客観性の高い目標(hard facts)から、労働の質にかかわる目標 
(soft facts)まで、多種の評価基準を設定することが可能となる。量的
目標としても、手数料の場合のような販売額や成立した取引の価額等に
限定されず、売上高、収益額・率、顧客数、製品の市場占有率、経営・
財務指標、コスト削減、業務処理速度から、労働者個人の業務の改善や
効率性まで(50)、様々な評価基準が労働者の職務に応じて設定されうる。
目標達成の最終的な確定に当たり、評価が難しいのは、他の従業員との
協調といった質的目標である。また、実際には、目標における量的性格
と質的性格の厳密な区分や、評価のための指標の設定が難しいケースも
少なくない。
一例として、R.Mauerによる設例を参照しよう。
【設例} 従業員 Mは、マーケテイング部門で、中堅のスポーツ用品メー
カーのPRに従事している。課題は、異なる複数の製品(①新しいト
レッキングバイク、②複数のホームステッパー、③ビーチウェアシ
リーズの夏用衣類)のマーケティングを成功させること、及ぴ、二つ
のブランド・レーベルを構築することである(ホームトレーニングの
「ホームフィット」及び、衣料シリーズの iSunny-Beach-WearJ)。
ある年度のMの目標合意においては、「主な課題となるのは、次の事
業年度において、前述のc1②③の製品、及び、『ホームフィット』と 
rSunny-Beach-Wearjのブランドのドイツにおける立ち上げの成
功である」とされている(目。
Vgl. Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung，38. 布。 
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前記の例で、 Mの目標達成度の評価は容易ではない。製品やブランド
の「立ち上げの成功」という目標合意の規範的な枠組のみでは、労働者
が達成すべき目標に限度がない。この場合でも、例えば市場調査部によ
る事後の調査によって、 Mのマーケテイング労働の成果を評価し、量的
な尺度をもって評価することが可能であるかも知れない。あるいは、ラ
イバル企業との相対的な比較によって、立ち上げが「成功」したか否か
を、例えば専門家のベンチマーク・テスト等を通じて評価することも可
能かも知れないが、これは実務において適切な方法とはいえない(的。こ
の場合には、「立ち上げの成功」を評価する指標をより具体的に設定す
るなど、可能な限り達成されるべき目標が明確とされるべきである。目
標合意のコンセプトを実効あるものとするには、目標は測定可能で、か
っ、達成可能で、あることが要請される。また、 MbOのコンセプトから
すれば、個々の労働者について取り決められるべき目標は、企業目標と
一致させられることが前提となる。 
(3) 変動賃金部分の構成
目標達成と関連づけられた変動賃金部分の構成については、使用者は
様々な形を用いることが可能である。目標達成に対する対価としては、
法令(営業法107条2項)、労働協約ないし事業所協定の強行的な規範に反
しない限り、個別的な取り決めにより、現物給付(例えば社宅の提供等)
や、その他、金銭的価値を持つ利益であっても可能である(日)。
金銭給付の形式や支払方法は、当事者間の取り決めによって様々な形
態をとりうるが、この場合も、労働協約ないし労働協約に根拠を有する
事業所協定によって規制される場合には、その規制による。目標合意を
根拠として支払われる賃金の支給方法は、評価後の一回払いであって
も、また、月給等の通常賃金に加算される形態でも、いずれも可能であ
る(日)。
労働者に対する動機付けの点で、より有益であるのは、一回払いの支 
1.54，NZA 2002，Mauer(51) 
1.54，NZA 2002，Mauer(52) 
附 Mauer，NZA 2002，540. 
(54) MunchArbR/Kresel，~ 67 Rn. 120. 
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給であるとの指摘もある。評価と支払との時間的な結びつきが直接的で、
あるため、成績と報酬との結びつきがより意識され、インセンテイブ効
果が高まる、というのがその理由とされている倒。 
5 目標合意制度の一例
協同組合銀行の協約職員及び協約外職員についての目標合意と変動報
酬制(日) 
(1) 目標合意の枠組
民間及ぴ公的な銀行分野では、 2002年末に、労働協約の締結により、
協約賃金の一部を変動させ、成績・成果関連賃金を定めることが可能と
なった(問。成績・成果関連賃金(leistungs-und erfolgsorientierte 
Vergutung: LEV)に関する労働協約では、これまで固定給として支払
われてきた13ヶ月分の協約月間給与について、成績トップの者に有利、
成績の劣る者に不利な形で配分を変えることが可能となった。その際、
最上位の者と最下位の者との聞の賃金変動幅は、協約年間給与額の92
パーセントから109パーセントまでの間と協約によって定められている。
こうした枠組条件を受け、ある協同組合銀行では、 2005年1月より全
従業員を対象に、目標合意制度が実施された。労働協約の適用を受ける
職員については、上記労働協約が枠組条件となる 加えて、目標合意制O
度の対象には協約外職員も含まれる。 
A銀行の制度では、従業員は「分野リーダー CBereichsleiter)J、「チー
ムリーダー CTeamleiter)J、「協働者CMitarheiter)Jの三つに区分され
る。
目標は、「企業目標」、「分野目標」、「チーム・個人目標」の三つに分
類される。企業目標は、事業方針から求められる要請へと銀行全体を向
かわせるものである。分野目標とチ)ム・個人目標は、銀行全体の目標 
1.3，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，Deich(5) 
岡本文以下の実例は、 Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung，158正に紹介さ
れた協同組合銀行における目標合意の導入例を参照し、本稿筆者が記述し
た。図表も同書による。
事力 Breisig，Zielvereinbarungen，106f. 
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を達成するため、部門、チーム、個人の貢献を定義し、それに対する報
酬を与えるものである。従業員の課題と役割に応じて、分野リーダー、
チームリーダー、協働者では、それぞれチーム及び個人目標の比重が異
なる(図 1)。各従業員について取り決められる目標は最低15パーセント
から最高40パーセントまでの比重がつけられる。この銀行では、チ}ム
目標として、すべての従業員に対して対顧客・サービス態度が設けられ
ている。
いずれの目標についても、どのような状態が100パーセントの目標達
成となるかについて定義がなされる。質的目標に関しては、他に7段階
について目標を下回る/上回る達成度が定義され、計8段階の評価基準
図1 目標の次元、比重、数
目標の次元と比重
分野/チーム 個人 全体
分野リーダー 60% 40% 
2...3目4票 1...2目標対顧客・サービス態度 100%
1目標につき15弘 45弘 15...40% 
50%チームリーダー 50% 
1...2目標 2...3目標対顧客・サービス態度 100%
1目標につき15% 35% 15......40% 
40%協働者 60% 
2...4目標1目標対顧客・サービス態展 100%
1目標につき15% 25% I15......40% 
出所:Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.，erweiterte Auflage， 
1.16，2005
図2 質的・量的目標の目標測定
質的目標の達成度
量的目的の達成度
出所:Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.，erweiterte 
1.16，2005，Auflage
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が設定される。質的目標については、 0パーセントから200パーセントま
で1パーセント単位で測定がなされる(図 2)。 
(2) 	 目標達成と賃金
目標期間(通常は事業年度)の経過後、従業員と管理職の問でミーテイ
ングが行われ、前もって定められた段階を基に、個々の目標がどの程度
達成されたかが評価される。図3は、ある協働者についての目標達成評
価の一例である。まず、個人につき合意されたチーム目標、個人目標に
ついて目標達成がパーセンテージで測定され、これに対し、それぞれの
目標につけられた比重の割合が乗じられる。こうして算定された個々の
目標についての数値が総計され、全体の目標達成がパーセンテージで表
される。図 3の協働者の例では、全体の目標達成数値は107パーセント
である(図 3)。
協働者が得られる目標ボーナスの金額は、協約上の報酬額によって決
まる。協働者が自らの目標を100パーセント達成したときに得られる目
標ボーナスの金額は、協約年間給与(13ヶ月分の月間給与及び諸手当の
総額)の8パーセントである。協約の適用を受けないチームリーダー、分
野リーダーは、目標ボーナスの割合がそれぞれ10パーセント、 15パーセ
ントに設定されている(図 4)。
図3 協働者の全目標達成の算定
出所:	Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.，erweiterte Au-
日age，2005，162. 
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図4 グループごとの目標ボーナス額
協働者 チームリーダー 分野リーダー
出所:	Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.， 
erweiterte Auflage，2005，163. 
目標達成の数値が100パーセントを超えた場合、より多くの目標ボー
ナスを得ることができる。目標達成が150パーセントまでは、目標ボー
ナスの配分は比例的に決定される。 151パーセントから最高の200パーセ
ントまでは、目標達成の1パーセントにつき、1.25パーセントの目標
ボーナスが加算される。このようにして、 200パーセントの目標達成の
場合には、 212.5パーセントの目標ボーナスが得られる。換言すると、
協働者は最大で協約年間給与の9パーセント相当額まで目標ボーナスを
得る可能性がある。これに対し、目標達成がOパーセントの協働者は、
協約年間給与の92パーセントに相当する固定給部分しか得られないこと
になるため、最小で92パーセント、最大で109パーセントという労働協
)。5約によって設定された変動幅の中に収まることとなる(図 
具体的に、ある協働者の得る協約年間給与総額が37500ユーロである
とき、目標合意制度の下では、 8パーセントの3000ユーロが目標100パー
図5 目標達成と協約上の給与全体との関連
変動給与
出所:	Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.，erweiterte 
Auflage，2005，163. 
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図6 変動給与制の 2段階構成
出所:	Eyer/Haussmann，Zielvereinbarung und variable VergUtung，3.，erweit-
erte Auflage，2005，165. 
セント達成時に得られる目標ボーナスの額となる。固定給は協約年間給
与の92パーセント、 34500ユーロである。先の例で、目標達成の数値が 
107パーセントであるとき、目標ボーナス額は3210ユー ロとなる(回)。こ
れを固定給34500ユーロに加算した37710ユーロが、当該協働者の得る年
間給与額となる。 
(3)	 利益配当
協約上の成績関連給に加え、この銀行では協働者に対し、銀行全体の
成果を配分している。この協約外成果配当の資金は、様々な成果指数に
よるマトリクスを基準に決定される。企業目標とその数値は、企業の基
本計画において定められ、事業年度の最初に従業員に通知される。目標
達成に関する情報は四半期毎に提供される。マトリクスにより算定され
た資金は、目標合意制度の下で少なくとも銀行の平均に達する成果を上
げた協働者に配分される。資金の配分は、前記の目標ボーナスの配分に
従って行われるが、その際、プールされた資金を関係者に公平に分配す
るための係数が定められる(図 6)。
同 目標達成数値が仮に200パーセントであれば、目標ボーナス額は、 212.5
パーセント相当額、すなわち6375ユーロとなり、年間給与総額は40875ユー
ロとなる。この額は、目標達成100パ}セント時の37500ユーロの109パーセ
ントとなる。 
238 (23) 

ドイツにおける目標合意制度の諸問題
第 2章 目標合意をめぐる法的諸問題 
1 目標合意における当事者の権利義務 
(1) 目標合意と変動賃金部分の法的性格
前章でみたように、 ドイツにおける目標合意制度は、一般に、固定給
に上乗せされるボーナスないし加給部分の金額算定に目標達成の評価を
結びつける形で展開されている。目標合意と変動賃金部分の法的性格に
ついては、目標達成という一定の「成果」と報酬とが交換関係にあるこ
とから、請負契約類似の性格を認めようとする見解もないではない(則。
しかし、学説の多数は、目標合意は、達成すべき目標に関して、労働契
約に追加して締結される合意でで、あると解している(刷削0ω)6ω
目標合意が締結され、労働者が一定の成果について約し、一定の成果
を指向する労働給付を提供するとしても、そのことをもって労働関係に
おける労働者の人的従属性は変化しない刷。労働契約を請負契約と区分
する決定的な基準は、労働者の使用者に対する人的従属性の存在であ
り(62)、労働関係において、使用者は労働者の給付すべき労働の時間、場
所、内容に関する決定権(労務指揮権)を有する。かかる使用者の命令に
服し、一定時間の労働給付をなす義務を労働者は労働契約上で負うので
あって、目標合意の締結により一定の目標達成とそれに対する報酬が取
り決められたことをもって、労働者の主たる義務の前述のような性格が
変更されるとはいえない制。 
(2) 労働者の義務
労働契約に基づく労働者の主たる義務は、契約上で定められた労働給
付をなすことである(刷。労働者が義務とする活動について、その単位と
側 Tondorf，WSI Mitteilungen 7/1998，387; Breisig，Zielvereinbarungen，103. 
(60) MunchArbR/Kresel， ~ 66 Rn. 20; Berwanger，BB 2003，150f.; Deich， 
Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，91f.; Koppen，DB 2002， 
6. Arbeitsvertrag I Z 5 Rn. ，376; Preis
和功 Trittin，NZA 2001，1006. 

制 ErfK/Preis，~ 611 BGB Rn. 60; Hromadka/Maschmann，Bd. 1，5-9. 

和功 K己ppen，DB 2002，376. 
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なるのは時間であって成果ではなく、この点は成績給システムにおいて
も変わるところはない(刷。
また、目標合意の締結によって労働者の主たる給付義務は影響を受け
ないという帰結から、労働者の側では時間を基準とする給付義務を変わ
らず負うので、あって、対応する賃金部分を放棄することの替わりに、労
働給付を減少させる権利が労働者に認められるわけではない(刷。
もっとも、労働者の主たる義務に基本的な変化はないとしても、目標
合意の下では、使用者は労働者が目標を達成し所定の成果を上げること
を期待し、そのことに利害関心を有している。それでは、労働契約に追
加してなされる目標合意により、新たに労働者には何らかの義務が加わ
るだろうか。この点については、論者により見解に若干の相違がある。 
s.Deichは、目標合意において、労働者は目標達成に努める義務を負
うとする(灯)。すなわち、労働者は、目標合意において期待される成果に
つき、自身の能力と可能性の範囲内で個人的に努力すべきことになる。 
Deichによれば、この帰結は、そもそも労働者の労働給付を向上させよ
うとするコントロールの手段として開発されたMbOコンセプトからも
導かれる。目標合意を用いることで、使用者は、労働者が目標達成に向
けて努力するという形で、労働給付を具体化ないし補充するのであ
る(臼)。
他方、J.Berwangerは、目標合意の下で、労働者は定められた目標を
達成し、成果をもたらす義務を負うとする。しかし、そのことが前者の
見解と比較して特段の法的帰結をもたらすわけではない。目標合意にお
ける労働者の義務を、目標達成に向け努める義務と解するにせよ、目標
を実現する義務と解するにせよ、目標達成に失敗した場合に労働者が変
7. 6 Rn. ~，MunchArbR/Richardi制 
611 BGB Rn. 792. ~，/Preis旺仁Er倍。 
側 AP Nr. 27 zu ，1969 3. 20.，BAGプレミア給制度に関して判例が存在する。 
~ 123 GewO. 
事力 Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，155. 
和司 Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，155; Kるppen，DB 
2002，379. 
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動賃金部分の請求権を(合意の内容によっては、失敗の程度に応じて)失
うとの帰結は変わらない。 Berwangerも指摘するように、労働者の目
標達成を裁判上の給付訴訟において請求することは、民事訴訟法888条
による間接強制を通じた実現も困難であることから、現実的な手段では
ない(ω)。使用者は、請負契約における注文者のように、労働者に対する
「成果」の履行請求権、ないし、不履行ないし不完全履行の際の二次的
な請求権(損害賠償請求権ないし解除権)を有するとも解されない(7ヘ他
方、 M.Kるppenは、目標合意上の課題について労働者の不履行ないし不
完全履行が認められるとき、これが警告や配置転換、解雇といった他の
労働法上の帰結と結びつきうることを示唆するが、配置転換や解雇の許
容性に関する判断枠組で、目標未達成の事実がどのように、またどの程
度考慮されるべきかは明らかにされていない(附7lο)礼川 
(ω3討) 使用者の義務
目標合意において労働者の目標達成に応じた賃金額の支払が取り決め
られている場合、使用者は民法典611条1項に基づき、当該賃金の支払義
務を負う。その際、使用者は目標達成を評価し確定する義務を付随的義
務として負うと解される (7ヘ目標達成を確定する権利者ないし確定方法
は、当事者の取り決めによって定められる。
また、目標合意に当たって留意されるべきは、使用者の情報提供義務
である(制。一般に使用者には、信義誠実の原則を根拠として、労働者の
労働領域同ないし請求権に関する情報を労働者に提供すべき義務が認め
られる(附。さらに、実務上、目標合意の枠組で取り決められる目標は、
しばしば企業業績の指標(例えば、売上、利益等)と関連づけられるが、
その際に特別の情報提供義務が考慮されうる。すなわち、労働者が自ら
1.150，BB 2003，Berwanger和司 
(70) Berwanger，BB 2003，1500. 

同 Koppen，DB 2002，379. Koppenの指摘に対する疑問として、 Berwanger，
 
BB 2003， Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarun-，Fn. 23; Deich1，150
gen，156，Fn. 719. 
ケ功 Bauer/Diller/Gopfert，BB 2002，885. 
旺.164，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，Deich。功 
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の目標の分析を実行可能とするような情報を労働者が請求する権利が認
められる必要がある例)o
このとき参照されるべきは、代理商の手数料算定に関連する請求権を
規定した商法典87c条である。同条では、代理商が手数料の支払われる
べきすべての取引に関する帳簿の写しを、手数料算定に当たり請求しう
ること (2項)、手数料の請求権、支払期、計算について重要なあらゆる
事情に関する報告を求めうること (3項)、帳簿の写しが渡されない、ま
たは、手数料の計算もしくは帳簿の写しの正確性ないし完全性が疑われ
る理由がある場合に、注文者の選択により、代理商自身か、あるいは代
理商の決定する会計士等に帳簿その他の文書を必要な限りで閲覧させる
よう要求しうることは項)が強行規定として定められている。商法典87 
c条は、手数料を賃金として得る労働者についても類推適用される(問。
かかる代理商ないし手数料権利者たる労働者の請求権を基礎付ける事情
と類似した事情は、目標合意において、その目標達成の評価を企業業績
や顧客情報等の労働者自身では詳細ないし全体を知り得ない指標にかか
らしめる場合に存在するといえる。つまり、目標達成の程度及びそれと
対応する変動賃金部分の請求権を、労働者自身によって確定ないし検証
可能とする限りで、関連する情報を労働者の求めに応じて提供する義務
が使用者に認められる。事情によっては、会計士等による検証も考慮さ
れうるといえるが、その場合、労働者が必要なデータを検証するために
協力を求めうるのは、職業上の秘密保持義務がある第三者のみであると
同事業所組織法81条1項は、使用者に対し、労働者の職務、責任、業務の種
類、事業所の労働過程への組み入れについて「労働者に」情報を提供しな
ければならないことを定める。この使用者の情報提供義務は使用者の配慮
義務によっても根拠付けられ、事業所委員会の存しない事業所においても
5. 4 und ，81 Rn. 1Vor S，sing凶Richardi/T妥当する。 
同 ErfK/Preis，S611 BGB Rn. 781.労働者にとってその権利の存在ないし範
囲が不明確であり、使用者がその点に関連する情報を困難なく提供しうる
ときには、使用者は労働者に対し、民法典242条により情報提供義務を負
う。 BAG，。6) Deich，。 
t.S242 BGB AuskunftspflichAP Nr. 25 zu ，1996 1.8.1
Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，165f. 
6. 65 HGB Rn. S，/SchaubErfK7) 
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解される(加。 
2 目標合意制度の導入 
(1) 目標合意と目標設定
目標合意とは、その語が示すように、労働者と使用者との関に「合意 
(V erein barung) Jの存することが前提となっている。他方で、使用者
は労働契約上の労務指揮権を根拠として、個々の労働者の目標を定める
ことができる。使用者の労務指揮権の行使による目標の決定は、目標設
定(Zielvorgabe)と称され、目標合意とは区別される。
一般的な労務指揮権とは、労働者が使用者に対して許容するところ
の、労働義務を種類、場所、内容について具体化させる権利であり、そ
の範囲は、合意された業務と合意された賃金から明らかとなるものと解
されている(問。かかる一般的労務指揮権は、個別労働契約ないし労働協
約上の取り決めによって拡張されうる(拡張された労務指揮権)。労務指
揮権は、合意された業務に関連する労働の具体化に加え、労働の実行に
伴う労働者の態度や組織上の理由から労働者に求められる態度にもかか
わる (80)。使用者は、かかる労務指揮権の範囲内で、命令により労働者の
目標を一方的に決定することが可能で、ある(但)。その行使に当たっては、
営業法106条1文により、使用者は「公正な裁量」に従ってこれをなす必
要がある。
もっとも、使用者の労務指揮権は、個別の労働条件にかかわる給付決
定権であって、労働者の主たる給付義務のみに関連し、使用者からの反
対給付にはかかわらない(制。すなわち、労務指揮権の行使により、既存
の賃金構造を変動させることは許容されないため(側、目標達成度の評価
に従って変動する賃金部分を、従来の賃金構造を変更する形で導入する
目標設定については、労務指揮権の行使によってこれを行うことはでき
ケ8) Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，789. 
ケ司 ，BB 1993，1993 6. 23.，V gl.BAG 2019f. 

胸骨 MunchArbR/Richardi，912 Rn. 50. 
，NZA 2005，Riesenhuber/Steinau-Steinruck375;，ppen品K担。 DB 2002， 786. 
倒 Hromadka，RdA 1992，236. 
233 (28) 
〈論説〉
ない。しかし他方で、目標達成に従って賃金額を決定する制度におい
て、その目標を労働者と使用者の「合意」ではなく、使用者の労務指揮
権により一方的に決定すること自体は許容される(制。かかる制度を、本
来の意味で目標「合意」と称しうるか否かはさておき、実務における、
いわゆる「目標合意」制度には、労働者が達成すべき目標を合意によっ
て取り決める制度と、目標に関する一方的決定権を使用者がなしうる制
度とが存在している。 
(2) 労働者の意思に反する目標合意の導入
労務指揮権の行使によって賃金構造の変更をなすことはできないとす
ると、使用者が既存の労働契約上の賃金構成を変更し、とりわけ賃金減
額を帰結させうる内容の目標合意を新たに導入しようとするには、原則
として労働者の同意が必要となる(部)0 個々の労働者と使用者との合意に
よって労働関係における既存の労働条件を変更することは、強行的効力
を有する他の法規範(法律、労働協約、事業所協定)に抵触しない限りは
原則として問題なく可能である(制。問題は、賃金構成を変更する目標合
意の導入にあたり、労働者の同意が得られない場合に、使用者が採りう
る手段である。一般に、使用者が労働条件の変更を意図し、これに対し
て労働者の同意が得られない場合、使用者は変更解約告知の手段を採り
うる。それでは、変更解約告知の手段により、賃金変動と結びつけられ
た目標合意制度を新たに導入することは可能だろうか。この点の検討に
当たっては、かかる変更解約告知につき社会的正当性が肯認されるか否
かが問題となる。
変更解約告知における労働条件変更の社会的正当性は、二段階にわ
相功 Berwanger，BB 2003，1501; Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielverein-
barungen，121; Mauer，NZA 2002，543; Riesenhuber/Steinau-Steinruck， 
NZA 2005，787. 
担4) Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，788. 
側信義誠実の原則に基づく労働者の誠実義務から、労働者の意思に反して目
標合意に関する締結強制を導くことはできないと解される。 Riesenhuber/ 
Steinau-Steinruck，NZA 2005，787. 
側 Mauer，NZA 2002，543. 
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たって検討される。第一段階として、変更解約告知の理由(労働者の人
格もしくは行為を理由とするもの、あるいは、経営上の理由によるも
の)の有無が検討され、かかる理由が認められる場合に、続いて第二段
階として、使用者が提案した労働条件変更を労働者に甘受させることが
公正であるか否かが検討される(判。変更解約告知には、比例性原則が適
用され、そもそも変更自体が必要であり、他のより穏健な手段はないの
か、あるいは、その点が肯定されるとしても、使用者の提案する変更の
程度が必要で、あって、より穏健な変更を採り得ないのか否かが検討され
る(88)。
賃金と関連する目標合意を導入しようとする変更解約告知の理由とし
て、通常想定されるのは経営上の理由である。 BAG及び下級審の判決
が示した判断基準によるならば、賃金減額を目的とする変更解約告知
は、企業存続の危機にある場合に、かつ、比例性原則を考慮した上で、
すなわち、他に採りうるより穏健な手段がない場合にのみ可能とな
る(則。かかる要件を満たすには、使用者は企業の事業再建計画を示した
上で、経費節減なしには経営上の理由による通常解雇が避けられないこ
とを明らかにする必要がある (9ヘこうした見解によるならば、変更解約
告知は労働条件弾力化のための手段ではなく、通常解雇に対する、より
穏健な手段と捉えられているものといえる則。
これに対し、目標合意の導入が検討される場合には、企業の具体的な
存続危機は問題とならず、企業の経営効率の改善と、一般的な意味での
企業の長期的な存続が問題となるに過ぎないのが通例であろう。従来の
裁判例によると、新しい賃金決定方法を導入することのみでは、変更解
約告知に求められる経営上の理由とはならず(92)、また、労働者の賃金減
額のみを目的とする変更解約告知は社会的に正当化されない(制。変更解
制 Hromadka/Maschmann，Bd. 1，477. 
側 Hromadka/Maschmann，Bd. 1，477. 
信功 BAG，12. 1 AP Nr. 51 zu ~，1998 1. ，1998 8. 1.2，2 KSchG 1969; LAG Berlin
LAGE ~ KSchG，Nr. 34. 
側 Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，787. 
1.17，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，Deich(91) 
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約告知により、従業員の賃金構成を統一しようとする意図もまた、その
ことのみでは変更解約告知の十分な理由とならない倒。以上の変更解約
告知の社会的正当性に関する判例上の判断枠組を概観する限り、目標合
意を導入することのみでは、変更解約告知について求められる経営上の
理由とはならない。
このように変更解約告知を正当化する条件を厳格に解することによ
り、使用者は将来的に予測される経済的困難に対し、労働者の賃金減額
の方法をもって事前に早期から予防的な対応をすることが許容されない
ことになる。もっとも、 Riesenhuber/Steinau-Steinruck ~ま、目標合意
を導入する変更解約告知の目的と効果如何によっては、その社会的正当
性が肯認される余地があると論ずる。すなわち、目標合意を導入する変
更解約告知が、賃金コストの削減のみではなく、労働者のインセンテイ
ブ構造を最適化することで企業の採算性を高めることを目的とし、そう
しなければ後に従業員の解雇が必要となるのに対して、右の最適化によ
りこれを予防しうるとすれば、かかる目的を達成する手段として目標合
意を導入する変更解約告知が許容される可能性があることになる(制。こ
のとき、目標合意が労働者にとって期待可能であるには、収益率向上の
ため、他のより穏健な手段がないことが条件となる (96)。こうした判断基
準を裁判所が現実に採るか否かもさることながら、かかる立証を変更制
限訴訟において使用者がなすことは容易ではないといえよう。
同 
。功 
同判決では、時間給と利益5 Sa 992/96.，19971.9. ，LAGRheinland-Pfalz
配当から構成されていた賃金構成に代えて、基本給、グループ・プレミア、
個人の成績加給から成る賃金構成を導入することは、変更解約告知のため
の経営上の理由にならないとされている。また、平等取扱原則もまた変更
解約告知のための経営上の理由とはならない。この事例では、 90パーセン
ト以上の従業員が変更された労働条件に同意していたにもかかわらず、変
更に同意しない労働者への変更解約告知は正当化されないとされた。
~LAGE，1998 8.1.2，LAGBerlin KSchG，Nr. 34. 
(94) 
 11 Sa 483/96. ，1996 8. 9. ，LAG Koln
側 Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，787. 
鮒 Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，787. 
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(3) 経営慣行による使用者への「非任意」の拘束
ドイツの判例によると、任意性の留保がなされることなく、連続して 
3年間給付された金銭支給については、労働者に、当該給付に対する法
的請求権が将来について生ずる(判。これは、いわゆる経営慣行(betrieb-
liche Ubung)に基づく請求権と解される。故に使用者が、労働者との
聞で連続3年を超えて目標合意を行ったときには、新たな目標合意を締
結する義務を法的に根拠付ける合意が、経営慣行によって成立するもの
と解される(制。こうした経営慣行に基づき成立する「枠組合意」の内容
は、当事者間で締結された具体的な目標合意の解釈によって確定され
る。もっとも、そもそも労働契約上で枠組合意がなされていない場合に
は、使用者は労働者と取り決める個々の目標合意について、その任意性
を留保することで、経営慣行の成立を排除しうるものと解される(則。 
3 目標合意制度の廃止と賃金減額
ドイツでは、柔軟な労働条件変更のため使用者が採りうる手段とし
て、労働条件の変更の留保(Anderungsvorbehalt)が用いられ、一定の
条件下で法的に許容されてきたことは、 日本でも夙に知られている(問)。
すでにみたように、 ドイツにおける目標合意は、通常、賃金構成要素の
一部である変動賃金部分の請求権と結びつけられていることから、この
変動賃金部分について使用者がなしうる変更留保が問題となる。 
(1) 任意性留保
使用者は、抵触する法律ないし労働協約、個別合意がない限りで、契
約上で合意された賃金と並んで追加的になされる金銭給付について、こ
れを任意に支給すること、すなわち当該給付に対して将来に向けての法
的請求権の成立を排斥することができ、その結果、使用者は常に給付の
有無及び程度を自由に決定することが可能となる (1ω。任意、性留保の下
AP Nr. 3 zu S611 BGB Gratifikation以降、確定した判
例である。
同 Mauer，NZA 2002，543. 
胸骨 Mauer，NZA 2002，543; Er妊仁/Preis，S611 BGB Rn. 534. 
例藤原、ドイツにおける労働条件の決定・変更、 273頁以下。 
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で与えられる金銭支払いには一時金CGratifikation)、例えばクリスマス
手当、休暇・記念日一時金、勤勉プレミアやその他これに類するものが
ある。
個別事例で、制限のない任意性留保が許容されるか否かは、与えられ
る給付の内容による。特別給付の場合にはランダムに許容されるが、他
方、成績加給については、使用者が任意性を留保しているとしても、自
由な裁量によっては撤回できない。裁判所の判例は、成績加給について
は、労働給付と交換される賃金構成要素と解し、その撤回は公正な裁量
の枠内でのみ許容されうるとしている (1刷。目標合意に基づく変動賃金
部分もまた、労働者の労働給付に対する交換部分と解すべきことから、
当該変動賃金部分について、任意性留保により使用者が自由にこれを支
払わないとすることは許容されないといえよう(問)。他方で、既述のよ
うに、枠組合意がない場合の個別の目標合意とそれに関連づけられた賃
金部分について、任意性留保は経営慣行の成立を妨げる効果を持ちう
る。 
(2) 撤回留保
「契約上の撤回留保とは、使用者が、労働者に付与する給付を一定の
条件の下で一方的に撤回を通じて減少させ、もしくは失わせる権利を有
する旨の合意であり、これは原則として許容されるJ(104)。かかる撤回
留保は、任意性留保と同様、他の法的根拠がない限りで、当事者間で合
意されうるものであるが、将来における法的請求権の成立を妨げる任意
性留保とは異なり、撤回留保は既存の請求権を将来について取り除くこ
とを目的とする (105)0
撤回留保は、それが「全体として労働関係の秩序ないし等価構造への
本質的な干渉J(附)に当たると解される場合、あるいは、「給付と反対給
。。
01) BAG， 02) BAG， AP Nr. 187 zu ，12. 1995 6. AP Nr. 4 zu ，1987 5. 13. ~ 
611 BGB Gratifikation. 
~ 305 BGB Billigkeitskontrolle. 

(103) Preis，Arbeitsvertrag，I Z 5，Rn. 16; Riesenhuber/Steinau-Steinruck， 
NZA 2005，792. 
(104) BAG，12. 12. 1984，AP N r.6 zu ~ 2 KSchG 1969. 
(105) MunchArbR/Hanau，~ 62 Rn. 107. 
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との聞の均衡が根本的に破壊されるJ(日7)と解される場合には無効とな
る(瑚)。すなわち、使用者に「自由な裁量による撤回」を認める合意は、
通常の賃金構成部分に関連する限りでは許容されない(109)0 その理由は、
留保された撤回権の行使を許容することで、解雇制限法に定められた強
行的解雇制限の回避が客観的に生ずるためであり、これは民法典134条
に従って無効となる、と解されている (110)。賃金構成部分の一部につい
ては、民法典315条3項による裁判上の裁量規制の下で、留保された撤回
権の行使が許容されla>(lll)。周知のように、民法典315条1項は、給付が
契約締結当事者の一方によって決定されるとき、疑いがある場合に決定
が公正な裁量に従つてなされるべきこと、同条3項2文は、一方当事者の
給付決定が公正になされなかったとき、裁判所の判決によって決定がな
されることを規定する。例えば協約外の成績加給が「任意の、随時自由
な裁量で撤回しうる」ものとされている場合であっても、使用者はこれ
を自由な裁量によって撤回することはできず、「公正な裁量」の限度で
これを撤回しうる。夙に知られるように、 BAGの判例では、賃金構成
部分の19ないし31パーセントに相当する協約外の加給部分について撤回
権の行使を適法とした例がある(山)。かかる判例の立場を踏まえるなら
ば、目標合意と関連づけられたボーナスないし加給部分について撤回留
保の合意は原則として可能であり、撤回権の行使は裁判所による公正裁
量規制に服することになる。目標合意及び関連する変動賃金部分に関す
る撤回留保条項が、使用者によって事前に定式化されている場合には、
民法典305条以下の約款規制、なかんずく、民法典308条4項による期待
。 ，1990 1. ，BAG06) 14. 1 AP Nr. 5 zu ~ 
611 BGB Arzt-Krankenhaus-Vertrag. 

AP Nr. 5 zu ，10. 1982 7. ，BAG
1995，AP Nr. 20 zu ~J TVG Tarifvertrage: Lufthansa. 
同藤原、ドイツにおける労働条件の決定・変更、 273頁、高橋、『成果主義
賃金の研究j170頁。。 AP Nr. 4 zu ，1987 5. 13.，BAG
AP Nr. 5 zu ，10. 1982 7. ，BAG
AP Nr. 4 zu ，1987 5. 13.，BAG
AP Nr. 4 zu ，1987 5. 13.，BAG
1.digung; BAG 15. 1620 BGB TeilkUl
(107) 
 ~ 

305 BGB Billigkeitskontrolle. 
09) ~ 
620 BGB TeilkUldigung.
(10) 
 ~ 

305 BGB Billigkeitskontrolle. 
(11) 
 ~ 

(12) 
 ~ 
305 BGB Billigkeitskontrolle. 
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可能性の原則に従った審査が問題となりうる(旧) 
4 目標合意の具体化 
(1) 	 目標合意の締結
目標合意は、労働条件を詳細に具体化し、報酬を追加するものである
ため、労働契約の一部として法令の規制に服する。
目標合意が締結された場合には、使用者は証明書法2条1項に基づき、
目標合意の内容を書面で明らかにする必要がある。証明書法2条1項2文5
号は、労働者がなすべき業務の簡略な特徴ないし記述を、同6号は、手
当、加給、プレミア、特別支給等を含めた賃金の構成と金額とを使用者
によって書面化されるべき内容として挙げている。目標合意において定
められる目標のカタログ、及び目標達成に応じたボーナスないし加給の
支給額が5号、 6号の事項にそれぞれ該当するものと解される(問。
使用者が目標合意を事前に定式化して契約に取り込む場合、当該契約
条項は普通取引約款に関する規制に服する。特に、個々の目標合意に関
する枠組合意については、そうしたケースが通例であろう。このとき、
特に留意されるべきは不意打ち条項並ぴに不明確条項の禁止に関する民
法典305 c条である(凶。目標合意の解釈が不明確である場合には、約款
の解釈に疑いあるときに約款利用者の負担とすることを定めた民法典 
305 c条2項に従い、その負担は使用者が負うことになる(制山附6ω)u
(ω2 標標合意の具体化J目幻)
通常、枠組合意において、個々の労働者の具体的な目標をどのように
定めるかがが規定される。目標の決定については、それを使用者による
一方的な決定によらしめるか、若しくは労働者と使用者(具体的には直
同 Riesenhuber/Steinau-Steinruck. NZA 2005. 793;高橋、『成果主義賃金
の研究J172頁以下。。14) Preis，Arbeitsvertrag I Z 5 Rn. 8.証明書法2条1項1文所定の労働条件書
面化、署名及び労働者への交付義務に使用者が違反した場合、労働者には
履行請求権ないし不法行為を理由とする損害賠償請求権が生ずる。 ErfK/ 
Preis，Einf. NachwG，Rn. 12-14. 
(lS) Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，787. 
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属の上司等)との取り決めによるか、いずれの方法を採ることも可能で
ある (11九目標の決定について契約上の規制が欠けている場合には、目
標「合意」制度の本来の目的から、合意による取り決めがなされるべき
であり、この帰結は、枠組合意が定式化されているときには、前述の不
明確条項に関する民法典305c条2項から導かれると解する立場があ
る(118)。
枠組合意において労働者の目標が合意によって取り決められるべきこ
とが定められている場合、両当事者には目標合意を締結する義務が生ず
る。目標合意当事者が合意の文言上、明文で目標合意の締結を「義務づ
けられる」と規定している場合には、合意締結の義務が肯定される。 rx
社と Y氏は、両者聞に存する労働関係の枠内で目標合意がなされること
について合意する」とされる場合にも、同様に当事者の義務が生ずるも
のと解される(則。 
(3) 目標合意の不成立
目標合意当事者が枠組合意で、両当事者が目標合意をなすことを義務
づけている場合、使用者が労働者の求めにもかかわらず、該当する合意
をなすことを怠ったときには、いかなる帰結が導かれるか。 Preis等の
学説は、こうした場合の結論として、信義誠実に反した条件成就の阻害
ないし招来に関する民法典162条から類推し、労働者に変動賃金部分の
請求権が認められうるとする (120)。すなわち、「条件の成就によって不利
益を受ける当事者が、信義誠実に反してその成就を妨げたときは、条件
，AiB 2002，2002 1.29.，V gl.LAG Hessen。16) 744.同判決は、使用者が設定す
る目標の履行に左右される変動賃金部分について、定められた目標の内容
が不明確な定式化により不確定であるとき、約款規制法5条(旧文)及び証明
書法2条l項の原則に従い、労働者の主張責任が軽減されるとし、使用者が
目標を設定していない場合には、労働者は、使用者がいかなる目標を確定
すべきであったか、及び、当該目標を労働者が達成できたであろうことを
主張すれば、民法典615条及ぴ民法典325条(旧文)により、労働者に変動賃
金部分の請求権が認められると判示した。。17) Riesenhuber/Steinau-Steinruck，NZA 2005，788. 
788.，NZA 2005，Steinau-Steinruckr/Riesenhube8)(1l 
(lの Vgl.LAG Kるln， NZA -RR 2003，，2002 5. 23. 305. 
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が成就したものとみなす」と定める民法典162条1項からの類推により、
前述の場合には、目標合意が成立したものとみなされることになる。こ
の見解を採る裁判例も存在する(則。
他方、報酬の金額に関して、どのように主張立証責任を配分すべきか
については複数の見解がある。前述の場合、まず労働者が良好な目標達
成の場合の金額での報酬を請求することができ、それよりも目標達成が
低く仮定されるべきことは使用者が、より高い目標達成が仮定されるべ
きことは労働者が証明責任を負担する、と解する立場(122)と、事情に応
じて仮定される目標達成の証明を労働者の責任とし、使用者はそれに対
する請求権の阻害理由を証明する、と解する立場(郎)がある。
問題は、当事者が交渉を行ったものの、目標の合意に至らなかった場
合、いかなる帰結が導かれるかである。このとき、通常は、契約自由の
原則により、目標合意が成立に至らなかったことにつき両当事者は責め
を負わない。かかるケースであっても、労働者の達成すべき目標を、一
方当事者の給付決定権に関する民法典315条に基づき、あるいは、意思
表示につき真実の意思を明らかにし表現の文言どおりの意味に固執しな
いとする民法典133条、ないし、契約が取引慣行を考慮し信義誠実に従
い解釈されるべきとする民法典157条による補充解釈を通じて裁判所が
決定しうるものと解されている。前者の場合には、使用者が一方的給付
決定権に基づきなすべき目標の決定が公正になされないことから、裁判
所の判決によって目標の決定がなされうることになる(民法典315条3項2
文)(凶。かかる構成を用いて会社の取締役の利益配当分の請求権を認め
た判例がある (lmo
これに対して、外勤職員の手数料請求権の根拠となる目標につき規制
。
。
 
20) Preis， 
Zie1vereinbarungen， 
，2003NZA-RR，2002 5. 23.，1nるLAG K21) 
Arbeitsvertrag，I Z 5，Rn. 38; Deich，Rechtliche Beurteilung von 
1.27

305.
。2) Bauer/Lingemann/Diller/Hausmann，Anwa1ts-Formu1arbuch，258. 
(123) Deich，Rechtliche Beurtei1ung von Zie1vereinbarungen，269. 
同 Mauer，NZA 2002，547. 
，1994 5. 9.，BGH同 N]W-RR 1994，1055. 
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が欠けていた事例で、民法典133条及び157条に基づき補充解釈によって
これを定めた判例がある (126)。目標合意が両当事者の「合意」によって
成立することを基礎とする枠組合意の下で、両当事者の見解の相違を原
因として目標合意が不成立となったケースでは、両当事者の契約の補充
解釈の構成が、一方的決定権に優先して考慮されることが適切であると
思われる(問。補充解釈に当たって特に考慮されるべきは、それ以前に
成立していた具体的な目標合意の内容である(128)。 
5 目標達成の確定 
(1) 目標達成の確定と労働者の法的保護
目標合意において取り決められた期間経過後、目標達成の評価がなさ
れる。賃金と関連づけられた目標合意の場合、目標達成の成功/失敗、
ないしは目標達成の程度が確定され、それに基づき所定の基準に従って
労働者の賃金請求権が決まることになる。目標合意において、目標達成
の確定は、使用者によって一方的に決定される場合と、両当事者のミー
テイングを通じて合意によって取り決められる場合とがありうる。目標
達成の確定方法ないし権限について、疑いがあるときには、使用者によ
る確定権限があると解すべきとする見解(129)と、両当事者の合意を旨と
すべきとする見解(酬とがある。
使用者が目標達成と関連づけられたボーナスないし加給を支給しな
い、もしくは、全額支給しないとき、労働者は所定の目標を(より高度
に)達成したと考える場合には、労働裁判所に給付訴訟を提起でき
る(国)。
変動賃金部分の金額算定のために基準となるデータについて、労働者
が当該データにアクセスできなかったとすれば、使用者は労働者の要求
。
26) BAG， AP Nr. 9 zu ，1996 8. 20. ~ 
87 HGB. 

(127) V gl.MunchArbR/Hanau，~ 63 Rn. 13. 
b均) Preis，Arbeitsvertrag，I Z 5，Rn. 39. 
(129) Bauer/Diller/Gるpfert，BB 2002，885.。30) Deich，Rechtliche Beurteilung von Zielvereinbarungen，232. 
1.79，NZA 2005，Steinau-Steinruckr/Riesenhube仰) 
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に対し、当該データを示さなければならない(日ヘ例えば、目標達成が
売上や顧客増加数といった専ら使用者側で知りうる指標に基づく場合に
は、労働者はまずもって使用者に対レ情報請求権を行使しうる(133)。そ
の理由は、目標合意における使用者の情報提供義務の根拠と同じもので
あり、当該データを得ることで、労働者は自身の変動賃金部分の計算を
検証し、実際に計算に誤りがあることを明らかにすることができること
から、その点に関する証明責任を彼に負担させるのは不公平で、ある、と
の理由による。かかる紛争を回避するため、両当事者は事前に、目標達
成の程度を評価する中立的な制度の創設に合意することも可能である。 
(2) 主張立証責任のルール
労働者による所定の目標達成の成功/失敗の評価、ないしは目標達成
の程度の評価について当事者に不一致があり、法的争訟に至った場合、
訴訟当事者の主張立証責任の配分が問題となるO 
(a) 目標達成が使用者により決定される場合
目標合意において、目標達成の成功/失敗ないし達成度が使用者に
よって決定される旨が定められており、使用者の裁量による給付決定権
が認められていると解されるときには(民法典315条)、裁判所における
形成訴訟(民法典315条3項)が問題となる (134)0 裁判例では、使用者が労
働者の目標を決定し、その達成の如何に応じてボーナスの支給額を決定
することが労働契約で定められていたケースで、使用者が自ら行った決
定の公正さについて主張立証する責任を負うとした裁判例がある(刷。
もっとも同判旨では、労働者もまた、当該決定が不公正であることを、
例えば「未達成の目標」を達成していたこと、あるいは目標到達の評価
が不適切に高く設定されていることなどを訴訟において主張する必要が
あるともされている。
目標が合意によって取り決められる目標合意制度においても、目標達
6. 77 Rn. ~，Schaub/Schaub伯母 
(13) LAG Dusseldorf，29. 20. 2003，12 Sa 900/03. 
4め Preis，Arbeitsvertrag，I Z 5，Rn. 34; Riesenhuber/Steinau-Steinruck， 
NZA 2005，791; Bauer/Diller/Gるpfert，BB 2002，885. 
(135) LAG Dusseldorf，29. 20. 2003，12 Sa 900/03. 
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成の確定が使用者によって決定される場合、その決定に当たり使用者の
裁量の余地が認められていると解されるときには、やはり上記と同様の
主張立証責任のルールが適用されるものと解される。
しかし、達成されるべき目標が数値などの指標によって客観的、一義
的に確定可能なものとされ、達成度に応じ変動部分の賃金額が客観的に
確定される場合には、目標達成の確定を使用者が決定するとしても、そ
の決定において使用者に裁量の余地を認めうるかについては疑問が生ず
る。 Behrens/Rinsdorlは、かかる事情が労働者のグループ格付け (Ein-
gruppierung)と同様であると解している。グループ格付けとは、事業
所で効力を有する賃金規則(労働協約ないし事業所協定)上で所定の賃金
等級グループの職務要件を基準とし、労働者の職務を当該賃金等級グ
ループに分類することである(136)。このグループ格付け行為の法的性格
は裁量による決定ではなく(刷、規範実現行為であって、すなわちメル
クマ}ルに従った包摂であると解されている(問)0 グループ格付けの場
合も、そのメルクマールが一般的・抽象的に定められている場合には包
摂が困難となるが、かかる事情も目標達成の確定と類似している。グ
ループ格付けをめぐる紛争に対する司法審査の枠組にならえば、原則と
して当事者は、自らに有利な法的帰結を導く事実を主張立証すべきこと
になる(139)。労働者は、自らの請求する賃金額の根拠となる事実を主張
立証すべきこととなり、この点は債務法において一般的に妥当する原則
と同じである(国)0 
(b) 目標達成が当事者の合意によって確定される場合
訴訟における一般的な原則によれば、自らに有利となる事実は、その
者が主張立証しなければならない。ここから、目標達成が合意によって
確定されるべきときに、目標の達成/失敗ないし達成度について見解が 
(136) 藤原、労旬1391号(1996年)、 63頁。 Vgl.BAG， AP Nr 42 zu，1987 1.27. 
99 BetrVG 1972.。~ 37) V gl.BAG，3 AP Nr 27 zu，1983 5. 1. ~ 
118 BetrVG 1972. 

V38) Behrens/Rinsdorf，NZA 2003，364. 
(139) Behrens/Rinsdorf，NZA 2003，364. 
(140) Behrens/Rinsdorf，NZA 2003，364. 
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一致しない場合には、変動賃金部分の支払を請求する労働者は、訴訟に
おいて、自らが合意された目標を達成したことを主張立証する必要があ
ると解されている(則。すなわち、労働者は、目標合意の課題を自らに
有利となる量/程度において達成したとするならば、そのことを主張
し、使用者側がこれを争った場合に証明しなければならない。
結びにかえて
以上、 ドイツにおける目標合意制度のあり方と、関連する法的諸問題
について概観してきた。本稿の冒頭でみたように、目標合意制度は、ア
メリカ合衆国発の「目標による管理」のコンセプトに立脚している。こ
のMbOコンセプトが、インセンテイブ強化のために賃金の増減と結び
つけられた形でドイツでの企業実務に導入される場合、そこでは、判例
を含む既存の労働法制が許容する枠組みに適合する形で制度が構築され
る。周知のように、ドイツでは、労働条件の変更、就中、労働者にとっ
て不利となる労働条件変更の許容性について、労働裁判所の判例を中心
にその判断枠組が形成されてきた。賃金に関していえば、労働者の労働
給付と対価関係にある賃金構成要素のうち、とりわけ、通常、労働協約
による規制を受ける固定給部分については、その変更は協約締結当事者
の取り決めを待つ他ない。故に、その増減を個々の企業ないし事業所に
おいて弾力的に運用しうる賃金部分は、協約上乗せないし協約外の加給
や手当、賞与部分とされてきた。かかる前提の上で、 ドイツの実務にお
いては、目標合意制度の下、目標達成と関連づけられる変動賃金部分
が、固定給に加えて支払われるボーナスないし加給部分とされている。
この点に、 ドイツにおける目標合意制度の特徴があるといえる。
このように、目標達成の評価が変動賃金部分の金額算定と直接に結び
つけられる形態が採られることは、目標合意によって成立する当事者間
の権利義務関係を、基本となる労働関係から一定程度独立したものとし
て捉えることを可能とする。すなわち、通常の労働関係における労働給
。41) Mauer，NZA 2002，549; Behrens/Rinsdorf，NZA 2003，366; Riesenhuber / 
1.79，NZA 2005，Steinau-Steinruck
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付と固定給の交換関係を基礎とし、それに追加される「成果Jと対価と
の交換関係を法的に基礎付けるものとして、目標合意の法的性格を理解
しうるのである。このように目標合意を位置づけることで、労働者に
とっては、目標達成の「成果」が具体的にどの程度の報酬請求権を導く
のかが明瞭となりうる。また、目標達成に失敗したときの賃金減少リス
クがボーナスないし加給部分に限定されることで、労働者の賃金収入の
不安定さには一定の歯止めがかけられる。
しかし他方で、ボーナスないし加給部分についてであるとはいえ、ま
た、当事者の「合意」に基づくものとはいえ、労働者の労働給付と結び
ついた「成果」の未達成を理由に報酬請求権を失わしめるとの帰結を生
じさせることが適切か否かについて、根本的な疑問は残る。実務の上で
は、この問題は、目標合意における「目標」を如何に位置づけ、如何に
具体化するかにかかっている。例えば、目標の100パーセントの達成が、
労働者が通常の業務を遂行する中で十分に達成しうるものとして設定さ
れ、それを超える「成果」への動機付けとしてさらなる対価の可能性が
設定されるのであれば、労働者にとり、賃金減少のリスクはさほど大き
くはなく、労働給付の量・質のさらなる向上のためのインセンテイブと
して、そもそもの目標達成理論が企図したあり方で機能しうる。これに
対し、設定される目標達成の水準が実現困難なものであれば、労働者は
賃金減少についての大きなリスクを負い、目標達成のため、通常の労働
給付に加えてさらなる労働を量・質の面で余儀なくされることになる。
さらに、目標達成の評価に当たって基準とされる指標が、例えば企業
の売上や利益といった、労働者個人が直接に影響を及ぼし得ない企業全
体の市場における成果と関連づけられ、特に、達成100パーセント未満
を理由とする変動賃金部分の削減と結びつけられる場合には、本来は企
業が負担しなければならない市場におけるリスクを、労働者の報酬に転
化することになる。
以上のように、目標合意制度の最も重要な要素は、そこでの「目標」
のあり方である。法的問題としては、個別的な目標合意の不成立や、目
標達成の確定をめぐる争いに当たっての司法判断が今後注目される。 
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